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１．はじめに 

 

 我が国の経済・社会をとりまく環境の変化に対応

し，財政構造，経済構造，国と地方の役割分担等，

その社会，経済システムは緊急な見直しを迫られて

いる．その中で基礎的な社会資本である交通基盤施

設は，社会において果たすべき役割と機能の変化が

求められており，これまでの交通政策だけでは，国

民のニーズに対して十分に応えることは難しい状況

となってきている．特に交通調査データの収集～解

析～予測・評価に至る交通計画の技術においては，

まだ数多くの課題を抱え，上記の経済・社会や社会

資本をとりまく環境の変化に対応して，新たな視点

からの交通計画の検討が強く要請されている． 

 本論文では，交通調査とそれに続く予測・評価技

術が転換期にあることを認識し，種々の社会的ニー

ズに積極的に対応するため，新たなより実践的な交

通調査データの整備と今後の展開について、その論

点を整理する． 

 

２．交通調査・交通データの現状と課題 

 

 我が国の交通統計調査は，流動の内容に着目する

と旅客流動と貨物流動に、流動の範囲から都市間と

都市内に分類できる．旅客流動・貨物流動とも多種

多様の調査が，その目的に合わせて毎年あるいは数

年おきにきめ細かく実施されてきている． 
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 我が国では現在，国勢調査の通勤通学行動調査，

ＰＴ調査，道路交通センサス，幹線旅客純流動調査，

大都市交通センサス，航空旅客動態調査，貨物純流

動調査などをはじめとして，非常に多くの交通関係

調査が実施されていて，貴重な計画情報源となって

いる．しかし一方で，その目的や発展経緯の違いに

より，独立的に運用されているのが現状である．こ

のため，これらを効果的に総合利用する方法は必ず

しも明らかではなく，また総合利用を円滑にするた

めに各調査が共有すべきアーキテクチュアも定めら

れていない．一方，ＧＰＳ，カーナビゲーション，

移動体通信システム，双方向通信システムなどの高

度情報機器の普及と機能向上や，自動改札機，交通

量常時観測システムの改良等により，従来とはまっ

たく質の異なる交通データが観測されることも近未

来には一般化する．このように，総合的な交通デー

タのあり方が大きく変わろうとし，また変革が問わ

れているとも言える． 

 以上の認識に立ち，交通調査データの整備と今後

の展開、及びそれに係る課題について検討すること

が重要であると考える． 

 

３．交通調査の課題と改善方向 

 

（１）サービスレベルデータの把握と活用 

 これまで行われてきた交通調査の主要項目が交通

流動や施設供給量の把握に重点を置かれたものとな

っており，今日的な交通政策に要求されるサービス

の質に関する把握が必ずしも十分ではない．特にこ

れまでの需要追随型の施設整備計画論から，施策と

政策範囲の拡大，多様な施策を組み合わせたパッケ

ージ型の交通政策，計画・政策に対するアカウンタ

ビリィティ獲得と合意形成等へ交通政策に対する変

革が求められている今日においては，よりユーザー

に理解しやすいサービスレベルのデータを収集・蓄



 

 

積し，施策に対する効果・影響を表現する指標とし

て提供していくことが急務である． 

 

（２）ユーザーの行動原理解明と詳細行動データの 

   把握 

 （１）に関連して，ユーザーの高サービス志向へ

の要求とそれに対する負担意志の関係把握が，実施

可能性の高いサービス改善方策の検討やその評価に

重要である．そのためには，これまでの質問紙調査

による交通行動だけではなく，カーナビゲーション，

ＰＨＳ，ＧＰＳ等を搭載したプローブカーからの位

置情報データの取得等，新しい技術によるより詳細

な行動や意志決定の考え方を探る調査を追求してい

く必要がある． 

また，これまでの平日の１日を単位とする行動デ

ータだけでは，利用者の行動特性とニーズが十分に

把握できない．そのため，１日の中での時間帯別の

行動特性や休日も考慮した１週間での行動特性，季

節変動を考慮した１年での行動特性等，時間的な変

化に対応した行動特性の把握についても，新しい技

術による調査も追求していく必要がある． 

 

（３）各統計調査間の相互調整 

 多種多様の調査間の整合性と相互連携が十分に考

慮されていないことも問題として挙げられる．各調

査には固有の目的と対象，経緯があり，100％の整

合性を確保することは不可能であるが，豊富な蓄積

を活用し，今後の交通調査データをより有効にして

いくためにも重要な課題と言える．例えば，交通目

的や交通手段のカテゴリーなどの調査内容を，過去

の調査との継続性を確保しつつ相互に転換可能な形

に調査票を設計することや，ゾーニングや主要施設

の分類を体系的に整理し，共通のコード体系とする

ことなど，複数の調査を相互に活用することにより，

現象把握や効果影響計測に関する一層の立体感の獲

得が期待できる． 

 

（４）高度情報機器の活用と調査体系への組み込み 

 既にふれたが，高度情報機器やＥＴＣ，ＩＣカー

ドの社会への導入は交通調査にも大きなインパクト

を有する．プライバシーの問題，サンプリングの偏

りの問題，取得されるデータの精度検証等，検討す

べき内容が多々あるものの，今後の交通調査に投入

できる資源の制約を考えると，交通の主体である人

に聞く内容の高度化・詳細化と，高度情報機器によ

る量的把握という，調査体系の二極分化も念頭に調

査体系を変更してくことも必要となろう． 

 

（５）情報公開への対応とそのためのプラットホー 

   ムの確立 

 交通データについては，情報公開への対応も重要

な課題である．情報公開法施行に対応し，公開を念

頭に置いたデータの維持管理，検索・加工を可能と

するデータシステム構築が急務である．そのために

も，各調査データ相互間のルールと技術，すなわち

プラットホームの確立が要請される．特にＧＩＳや

ＣＡＬＳの広範な普及によるデータの電子化，スマ

ートウェイ政策の一環としての基礎的なマップやプ

ラットホームの整備，行政の効率化と透明性確保の

ためのデータに基づく評価システム導入等，データ

に関する総括的なプラットホームを検討する環境整

備の気運も高まってきている． 

 また一方で，各交通調査データ間の積極的な相互

有効利用を促していくためには，米国における交通

統計局(ＢＴＳ：Bureau of Transportation Statistics)の

ような組織体制についても検討していく必要があろ

う． 
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